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【【【【課題解決課題解決課題解決課題解決へのへのへのへの方向性方向性方向性方向性とととと処方箋処方箋処方箋処方箋】】】】

　　　　　　　　　　

【【【【徳島発徳島発徳島発徳島発のののの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

　・　外国を相手とした販路開拓を地域単独で推進するには困難を伴う
　　ことから，国が先頭に立ち輸出に関連する障壁を取り除くとともに，
　　地域も参画できるよう輸出体制を構築すること。

　■　「攻めの畜産」を展開する拠点となる食肉処理施設については，地域の
　　実情に合った高度化への取組に対する国の支援スキームが必要である。

　・　小規模な食肉処理施設の整備も可能とするなど，補助事業の採択要件を
　　緩和し，地域資源で稼ぐ畜産業を支援すること。

　・　輸入畜産物との競争に打ち勝つことのできる地域畜産ブランドの育成や
　　産地の維持を強力に支援すること。

　■　輸出により，足腰の強い「攻めの畜産業」を展開するには，非関税障壁の
　　解消や，オールジャパンでの輸出体制の整備が必要である。

　■　輸入畜産物に対抗するためには，脆弱化した生産基盤の強化による生産力
　　の向上と，競争力を有する地域ブランドの育成・強化が必要である。

ＴＰＰは 地域ブランド vs 11カ国

・地域ブランドの開発，育成，原種維持

・地域ブランドの生産力向上による増産

・食肉処理施設などの整備

ＴＰＰは 日本 vs 11カ国

・非関税障壁の解消，緩和

・輸出条件緩和に向けたバイの交渉

・世界に向けた国産畜産物のPR など

方向性方向性方向性方向性（（（（処方箋処方箋処方箋処方箋））））

ＴＰＰへの対策に向けて

具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容

将来像将来像将来像将来像

持持持持 続続続続 可可可可 能能能能 なななな 畜畜畜畜 産産産産 経経経経 営営営営 のののの 実実実実 現現現現

提言提言提言提言①①①① 地域畜産地域畜産地域畜産地域畜産ブランドにブランドにブランドにブランドに対対対対するするするする支援支援支援支援のののの充実強化充実強化充実強化充実強化

提言提言提言提言③③③③ オールジャパンでのオールジャパンでのオールジャパンでのオールジャパンでの畜産物輸出体制畜産物輸出体制畜産物輸出体制畜産物輸出体制のののの構築構築構築構築

オールジャパンによるオールジャパンによるオールジャパンによるオールジャパンによる地域畜産物地域畜産物地域畜産物地域畜産物のののの海外展開海外展開海外展開海外展開輸入畜産物輸入畜産物輸入畜産物輸入畜産物とととと戦戦戦戦うううう地域地域地域地域ブランドのブランドのブランドのブランドの強化強化強化強化

国産畜産物を世界に！

提言提言提言提言②②②② 地域地域地域地域のののの実状実状実状実状にににに即即即即したしたしたした食肉処理施設食肉処理施設食肉処理施設食肉処理施設のののの整備要件整備要件整備要件整備要件のののの緩和緩和緩和緩和
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【【【【課題解決課題解決課題解決課題解決へのへのへのへの方向性方向性方向性方向性とととと処方箋処方箋処方箋処方箋】】】】

　　　　　　　　　　

【【【【徳島発徳島発徳島発徳島発のののの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

　・　現在，肉用牛と養豚に適応されている「所得補償型経営安定対策」が
　　安定的に運用できるよう法制化し，国の責任において十分に財源を
　　確保すること。

　・　経営に係る生産コストと粗収益の差額を全額補てんするとともに，
　　生産者負担を軽減すること。

　■　現行の所得補償型経営安定対策は，予算措置上の事業であるため，
　　補てん金の財源について十分確保し，生産者の不安を払拭する制度
　　とする必要がある。

　■　畜種間での生産者負担の不均衡を解消することや，生産者の
　　積立金割合を低減させる制度が必要である。

方向性方向性方向性方向性（（（（処方箋処方箋処方箋処方箋））））

ＴＰＰへの対策に向けて

具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容

将来像将来像将来像将来像

持持持持 続続続続 可可可可 能能能能 なななな 畜畜畜畜 産産産産 経経経経 営営営営 のののの 実実実実 現現現現

提言提言提言提言①①①① 「「「「所得補償型経営安定対策所得補償型経営安定対策所得補償型経営安定対策所得補償型経営安定対策」」」」のののの法制化法制化法制化法制化

提言提言提言提言②②②② 「「「「所得補償型経営安定対策所得補償型経営安定対策所得補償型経営安定対策所得補償型経営安定対策」」」」にかかるにかかるにかかるにかかる
生産者負担割合生産者負担割合生産者負担割合生産者負担割合をををを軽減軽減軽減軽減
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所得補償型経営安定対策所得補償型経営安定対策所得補償型経営安定対策所得補償型経営安定対策のののの拡充拡充拡充拡充 地域畜産地域畜産地域畜産地域畜産のののの経営安定化経営安定化経営安定化経営安定化
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頑張るぞ！
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　　　主管省庁（内閣官房，内閣府，外務省大臣官房，経済産業省通商政策局，
 　　　国土交通省観光庁）

【現状と課題】

【政権与党の政策方針】
《まち・ひと・しごと創生基本方針2015》（P7，8）
　◇　各企業・産業における「稼ぐ力」の向上

　　・地方公共団体が支援分野における民間のノウハウ，ネットワーク等を積極的に

　　活用していくことを促進し，自立的に｢稼ぐ｣地域の取組支援体制の構築を図る。

《「日本再興戦略」改訂2014》（P112，P116）
　◇　2030年に農林水産物の輸出額５兆円の実現，訪日外国人旅行者数3,000万人超

《自由民主党　政策集2014　Ｊ－ファイル》（P11，No.52）
　◇　「日本から世界へ」中小企業のグローバル化・海外展開の支援

　　・マーケティングや資本調達，人材育成，現地事業環境，リスク対応といった

　　国内から海外現地まであらゆる面をオールジャパンで支援する体制を強化

県担当課名　　国際戦略課グローバル戦略室

17　国の在外機関の活用について

　■　各地方自治体では，輸出に取り組む企業の活動支援や外国人観光誘客に
　　関する様々な取組を行っている。

　■　ただ，各地方は，海外における認知度がまだ十分ではなく，海外での有効な
　　情報発信機関や媒体，人材等を最大限に活用し，情報発信力を強化していく
　　ことは今後，極めて重要となる。

　■　その結果，2014年の対外輸出額は前年に比べ4.8%増の約73兆1,000億円，
　　訪日外国人客数は29.4%増の約1,341万人と急速な伸びを示している。

　■　ＴＰＰ大筋合意を受け,今後さらなる成長を図るためには,より日本の各地方
　　を主体としての海外事業展開が必要であり，各地方においては企業ニーズに
　　沿った販路開拓支援や人材の育成,言語サポートなど施策を活発に展開している｡
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ＴＰＰ大筋合意

出展：農林水産省，

(独)国際観光振興機構

地方の輸出増・
訪日客増が必要！

農林水産物輸出額
：５兆円！

訪日外国人旅行客
：３０００万人！

日本再興戦略
２０３０年の目標

- 33 -



【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

・　国の在外機関が横断的に連携し，地方とともに産業や観光，物産等の総合的な
　プロモーション活動(例：｢地方創生！THE ○○県｣と銘打った情報発信)を行う
　機会を創出するとともに，国において事業実施のための予算を確保すること。

　■　本県では「とくしまグローバル戦略」や「とくしま農林水産物等海外輸出
　　戦略」に基づき，企業の海外販路開拓や，農林水産物の輸出支援，外国人
　　観光誘客，国際人材の育成などを，県を挙げて一体的に取り組んでいる。

・　大使館・領事館，ＪＥＴＲＯ，ＪＮＴＯなどが有するネットワークや人材を
　地方が活用できる体制を構築すること（外国人向けホームページでの地方の
　情報の発信，関係する現地企業・人材との橋渡しなど）。

　■　現場主義・企業目線に基づき，出前相談や随時の面談により，企業ニーズ
　　を踏まえた海外販路開拓支援や外国人誘客を行っており，東アジア・
　　東南アジアにおける前線基地として，中国に上海事務所を設置している。

　■　ＴＰＰ大筋合意を契機として県における輸出促進や，外国人誘客を世界各国で
　　さらに加速し，持続的な向上を図るためには,国がＪＥＴＲＯやＪＮＴＯの
　　事務所など世界に持つ，ネットワーク・情報発信媒体やそれぞれの事業を通じて
　　つながっている専門家などの人材の力を活用し，県の情報発信力を強化して，
　　その認知度及びブランド力を高めていく必要がある。

世界に向けて

発信！

方向性（処方箋）

ＴＰＰへの対策に向けて

具体的内容

地方から海外に向けた情報発信の強化による

「地域経済の継続した発展」と「地方創生」の実現！

将来像

観 光

提言① 国の在外機関による地方からの情報発信を支援する制度
の創設

徳島県の情報

産 業
多くの情報が効果的

に伝えられる！

提言② 国の在外機関と地方を直接結ぶ事業の推進

国の在外機関の
活用で地方からの
情報発信力と

信頼度を強化！

在外
機関

東アジア・
東南アジアに

発信！

上海
事務所
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ふるさと回帰 とくしま回帰


